
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。
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いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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令和5年度税制改正の概要
【納税環境整備】電子帳簿保存制度の見直し
（1）電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存要件

① 保存義務者が国税庁等の当該職員質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じるこ
 　とができるようにしている場合の検索要件の全てを不要となる対象者は下記の通りになります。
　1. その判定期間における売上高が5,000万円以下（現行:1,000万円以下）である保存義務者
　2. その電磁的記録の出力書面の提示又は提出の求めに応じることできるようにしている保存義務者
② 電磁的取引記録の保存を行う者等に関する情報の確認要件を廃止されます。
③ 令和6年1月1日以後行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録について適用されます。
④ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための現行措置は令和5年12月31日
　 の適用期限をもって廃止されます。

（2）優良電子帳簿の範囲の見直し
① 概要
　　 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度について、過少申告加算税の軽減措置の対象
　 となる優良な電子帳簿の範囲が変更になります。
② 現行
　　仕訳帳、総勘定元帳、その他必要な帳簿（全て）
③ 改正
　　仕訳帳、総勘定元帳、その他必要な帳簿
④具体例
（1）優良な電子帳簿の対象となる必要な帳簿の例
　　　売上帳、仕入帳、経費帳（賃金台帳を除く）、売掛帳、買掛帳、受取手形記入帳、支払手形
　　記入帳、貸付帳、借入帳、固定資産台帳、繰延資産台帳等
（2）優良な電子帳簿の対象とならない必要な帳簿の例
　　　現金出納帳、当座預金出納帳、固定資産繰延資産以外の資産台帳

【資産課税】暦年課税と相続時精算課税制度の見直し
（1） 生前贈与の加算期間延⾧

①  概要
　   相続開始前に暦年贈与により取得した財産について、相続税額の計算において相続財産に加算す
   る期間を、現行の相続開始前「3年以内」から「7年以内」に延⾧されます。
      ただし、相続開始前3年超7年以内に贈与した財産については、その期間の合計100万円までは相
   続財産に加算されません。
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令和5年度税制改正の概要

（*1）特定贈与者:相続時精算課税の選択をした相続時精算課税適用者に相続時精算課税適用財産を
　　　　　　　　　 贈与した者のこと

② 適用時期
　    令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用されます。

② 適用時期
　 　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用されます。
    贈与をした年と各年の加算対象年数は下記の通り(経過措置あり)。
　　　　　　　贈与をした年　　　　　　　　　　加算対象年数

（2） 相続時精算課税 基礎控除は各特定贈与者（*1）の贈与額に応じて按分
① 概要
　　 相続時精算課税制度では、相続税の課税価格への加算が不要の基礎控除額110万円が創設され
　 ます。ただし、同一年中に複数の特定贈与者から贈与を受けた場合には、この基礎控除額110万円
　 について、各特定贈与者からの贈与額に応じて按分した金額が基礎控除額となります。
    ～按分計算方法～
    110万×(各特定贈与者からの贈与額÷各特定贈与者からの贈与額の合計額)

～同一年中に特定贈与者Ａから600万円、特定贈与者Ｂから400万円の贈与～

～加算期間延⾧の４年間に贈与者Ａから600万円、贈与者Ｂから400万円の贈与の場合～

 

相続税の課税価格 

への加算額 

 

○贈与者Ａに係る相続税の課税価格への加算額 

 600 万円－100 万円＝ 500 万円 

○贈与者Ｂに係る相続税の課税価格への加算額 

 400 万円－100 万円＝ 300 万円 

⇒贈与者Ａ・Ｂの各贈与のそれぞれで 100 万円を控除 

 

 

基礎控除額 

(相続税の課税価格

への加算不要額） 

○特定贈与者Ａからの贈与に係る基礎控除額 

 ・110 万円×（600 万円÷1,000 万円）＝ 66 万円 

○特定贈与者Ｂからの贈与に係る基礎控除額 

 ・110 万円×（400 万円÷1,000 万円）＝ 44 万円 

 

相続税の課税価 格

への加算額 

○特定贈与者Ａに係る相続税の課税価格への加算額 

 ・600 万円－66 万円＝ 534 万円 

○特定贈与者Ｂに係る相続税の課税価格への加算額 

 ・400 万円－44 万円＝ 356 万円 

⇒特定贈与者Ａ・Ｂの各贈与に係る基礎控除額を控除・加算不要 

 

令和 6 年～令和 8 年中 相続開始前３年以内の贈与財産 

令和 9 年中 相続開始前 4 年以内の贈与財産 

令和 10 年中 相続開始前 5 年以内の贈与財産 

令和 11 年中 相続開始前 6 年以内の贈与財産 

令和 12 年以降 相続開始前 7 年以内の贈与財産 

 


